
別紙様式１－１（平成20年度承認計画用）

フォローアップ用

以下の財政健全化計画等の執行状況について、別紙のとおり報告します。

財政健全化計画

公営企業経営健全化計画

平 成 21 年 8 月 24 日

嬬 企 財 第 2821 号

各財務（支）局長

嬬恋村長　熊川　栄

財政健全化計画等執行状況報告書

各財務事務所長　　　殿

沖縄総合事務局長

上水道事業

工業用水道事業

都市高速鉄道事業

下水道事業

病院事業

連絡先：0279-96-1257

職名及び氏名：課長　小林繁雄

担当課：企画財政課



別紙様式１－２（平成20年度承認計画用）

（ⅰ）推移表

（ⅱ）要因分析

備考

普通会計
嬬恋村

会計名

計画最終年度における
未達成の要因

団体名

影響額（単位：百万円）

1.6% 29.6%

8787

1.5%

87 2,201

2,201

1.6% 29.6%1.4% 1.4%

6,349                     5,917                     5,532                     

7,436                     

5,235                     

5,322                     

5,235                     

87

1.4%

87

1.5%1.4%

5,619                     

6,349                     5,917                     5,532                     

87

87 87

実績（見込）値１（B）

平成23年度平成22年度平成21年度平成20年度

（単位：百万円）

計画前年度
（平成19年度）

計画最終年度
（平成24年度）

6,436                     6,004                     

1.3%

87

平成24年度平成23年度平成22年度平成21年度平成20年度

実績（見込）値２（D）
（B－C）

経済危機対策影響額
（C）

6,886                     

87

1.3%

6,799                     

乖離率２（H）
（G／A）

乖離値２（G）
（A－D）

乖離率１（F）
（E／A）

乖離値１（E）
（A－B）

①　地方債現在高

6,799                     

計画目標値（A）

動動

合計

動



（ⅲ）実績（見込）値１が計画目標値に届かない理由

（ⅳ）改善に向けた取組み及び今後の見通し



別紙様式１－３（平成20年度承認計画用）

②　実質公債費比率

（ⅰ）推移表

（ⅱ）要因分析

実質公債費比率

普通地方交付税の額の基準
財政需要額に算入された地
方債の元利償還金

単年度実質公債費比率

準元利償還金

単年度実質公債費比率

係数項目
平成24年度単年度実質公債費比率算出係数

計画目標値（A) 実績見込値（B) 乖離値（A-B)

（単位：百万円、％）

標準財政規模

普通地方交付税の額の基準
財政需要額に算入された地
方債の元利償還金

係数項目
平成22年度単年度実質公債費比率算出係数

乖離値（A-B)実績見込値（B)計画目標値（A)

単年度実質公債費比率

地方債の元利償還金

準元利償還金

地方債の元利償還金又は準
元利償還金に充てられる特
定財源

普通地方交付税の額の基準
財政需要額に算入された地
方債の元利償還金

標準財政規模

係数項目
平成23年度単年度実質公債費比率算出係数

（単位：％）

計画目標値（A）

乖離率（D）
（C／A）

乖離値（C）
（A－B）

実績（見込）値（B） 26.7                       24.9                       22.8                       

平成22年度平成21年度平成20年度

27.5                       26.7                       25.8                       

21.6                       20.6                       

計画前年度
（平成19年度）

計画最終年度
（平成24年度）

21.0                       

平成23年度

25.0                       
28.3                       

（単位：百万円、％）

7.7

27.2%13.6%

0.43.4

1.9%

0.8 1.8 3.0

2.9% 6.7% 11.6%

乖離要因

（単位：百万円、％）

乖離要因

乖離要因実績見込値（B) 乖離値（A-B)

地方債の元利償還金

計画目標値（A)

会計名
団体名

普通会計
嬬恋村

地方債の元利償還金

準元利償還金

標準財政規模

地方債の元利償還金又は準
元利償還金に充てられる特
定財源

地方債の元利償還金又は準
元利償還金に充てられる特
定財源



（ⅲ）実績（見込）値が計画目標値に届かない理由

（ⅳ）改善に向けた取組み及び今後の見通し

　平成２０年度決算において２５％を超えたため、個別外部監査及び財政健全化計画の策定が義務付けとなった。平成１８年９月に財政健全化計画を策定、
平成２０年９月に第二次財政健全化計画を策定し、歳出抑制と歳入確保に取り組んでいる。平成２１年度決算で２５％未満を目指すが、早期に１８％未満に
低下させることが最優先課題である。



別紙様式１－４（平成20年度承認計画用）

③　職員数

（ⅰ）推移表

（ⅱ）要因分析

合計

会計名
団体名

普通会計
嬬恋村

125                        120                        

平成21年度
計画目標値

平成24年度

0.0%

0.00.0

備考

13.0

0.0% 9.8%

平成20年度

138                        133                        

0.0

計画最終年度における
未達成の要因

実績（見込）値（B）

乖離率（D）
（C／A）

乖離値（C）
（A－B）

平成23年度

0.0%

133                        130                        

0.0 0.0

138                        

0.0% 0.0%

（単位：名）

133                        

計画最終年度
（平成24年度）

120                        

平成23年度

125                        

平成21年度

計画目標値（A） 130                        

平成20年度 平成22年度

平成22年度平成21年度
影響人数（単位：名）



（ⅲ）実績（見込）値が計画目標値に届かない理由

（ⅳ）改善に向けた取組み及び今後の見通し



別紙様式１－５（平成20年度承認計画用）

④　改善額

（ⅰ）推移表

（ⅱ）要因分析

嬬恋村
会計名
団体名

（単位：百万円）

合計 -73             

普通会計

7                                 

共済費負担率改定による増

衆議院選挙による増

人件費

維持管理費

国の経済対策臨時交付金に
よる施設修繕や備品購入で
増

-230            -230            

給与・各種特別職報酬の削
減緩和による増

中学校用パソコンの購入に
よる増

-10             

国土調査事業再開による測
量委託料の増

-7               

改善額合計の
未達成の要因

備考

人件費

補償金免除額

合計平成24年度

-5.7%

▲ 4.0

66              

70               

改善額合計平成24年度平成23年度

-4               人件費-1               -1               

-10             

-1               -1               

-30             -60             -70             -80             

道路台帳補正委託料の増 -1               

計画目標値（A）

乖離率（D）
（C／A）

乖離値（C）
（B－A）

実績（見込）値（B）

平成20年度

平成20年度
影響額（単位：百万円）

平成23年度平成22年度平成21年度

-41.7%

▲ 63.0

151             

88              

-52.0%

▲ 52.0

48              137              

596               

平成22年度平成21年度

-38.9%

▲ 75.0

118            

193             100             

-323.2%

-42             給与削減率の緩和による増

共済費負担率改定による増 -1               

幼稚園統合によりスクールバ
ス運行委託料の増

-12             

▲ 265.0

-183          

82               

1857.1%

130.0

物件費

-77.0%

▲ 459.0

-10             

-42             

-1               

-10             

-240            

-12             

-271            -61             -71             

物件費
維持管理費

-81             -557            

人件費

物件費

-1               

-7               物件費



（ⅲ）実績（見込）値が計画目標値に届かない理由

（ⅳ）改善に向けた取組み及び今後の見通し

人件費において、計画目標の１，０１２百万円に対し、実績は１，０６２百万円、また平成１９年度の１，０１６百万円より２６百万円オーバーで未達成という結
果となった。この要因は、平成１９年度での職員給与削減額は月額の１０％であったが、平成２０年度においては月額の平均４％に変更されたことにより、職
員数は平成１９年度の１４０人から２名減少しているにもかかわらず増加となった。また、基本給の増に伴い職員共済費も増額した。

職員定数の削減を計画どおりに実行することにより達成をしたいが、職員給与や各種委員の報酬を平成２２年度から削減しないことに改められた場合は、
目標達成は困難と思われる。また職員をはじめ、特別職、議員の共済費公費負担分の負担率引き上げも可能性があり目標達成が厳しくなってきている。
　物件費、維持管理費については、平成２１年度に国の経済危機対策による臨時交付金事業に取り組み、これまで抑制してきた施設の修繕や公用車など
の備品、各種消耗品の購入を予定しているため、計画目標よりも２億円超の大幅増となる見込みである。その後は、前倒しできた分、物件費・維持管理費
は計画目標以上に抑えられると思われる。



別紙様式１－７（平成20年度承認計画用）
団体名
会計名

⑦　その他

（ⅰ）計画及び執行状況の公表状況

（ⅱ）計画及び執行状況の議会への説明

嬬恋村

・計画については、平成２０年９月定例会中の議会全員協議会において説明。平成２１年３月定例会において繰上償還に係る補正予算を議決してい
る。
・執行状況については、決算数値を主に平成２１年９月定例会中の全員協議会において報告している。また、平成２２年３月定例会中に第三次嬬恋
村財政健全化計画の中で詳細な分析を含め執行状況を報告する予定である。

・計画については、村のホームページで平成２０年９月から公表している。
・執行状況については、同じく村のホームページで平成２１年９月下旬に公表を予定。

普通会計


